
 

 

1.  セブン＆iHD の MBO 計画の白紙化 

セブン＆iHD の MBO 提案が白紙となった背景として、資金調達の難しさが挙げられますが、この

事例は国内大手企業における MBO の難しさを象徴しています。クシュタールによる再提案の可能

性はゼロではありませんが、資金面や提携先検討性が問われる中で、より具体的な計画と支援体制

が必要です。また、セブン＆iHD は海外展開も進めているため、戦略変更が今後の収益にどう影響

するかが注目です。 

 

２．トライアル HD による西友の買収 

ディスカウントスーパーのトライアルが西友を買収したことで、業界の勢力図が大きく変わりま

した。 特に、低価格志向の強いトライアルと、一時的に持つ西友のシナジー効果が注目されてい

ます。トライアル HD は独自の IT 技術を活用して効率化を図っており、後もこの強みを活かす

ことで競争力をさらに高める可能性があります。 

 

３．ヨーク HD 株のベインキャピタルへの売却 

イトーヨーカ堂などを束ねるヨーク HD が、米投資ファンドのベインキャピタルに売却される方

向で最終調整されました。 売却額は約 8,100 億円と大規模で、3 年以内の再目標を目指す計画が

発表されています。日本国内の人口減少や競争激化により、収益性が低下する中での経営再編が

挙げられます。ベインキャピタルは企業の収益力を向上させ、効率的に上昇を目指す実績を持っ

ていますが、これがイトーヨーカ堂の改革にどう影響するかが注目されます。 

 

４．トランプ大統領の政策 

3 月 4 日にメキシコとカナダへの 25%の追加問題が発動されましたが、これによりポートフォリ

オが大幅に下落しました。 自動車メーカーなどの業界から強い批判を受け、一部の製品が対象外

とされるなど政策は二転三転しています。一方、中国も対抗措置として追加認識を発動すると発

表しており、米中貿易戦争が激化する可能性がある。このような慎重政策は短期的な経済効果を

狙ったものですが、長期的にはグローバル経済に悪リスクがあります。 

 

５．ロシア・ウクライナ・オフライン 

ロシアによるウクライナ攻撃が開始されてから３年が経過しました。戦に向けた交渉が行われま

したが、トランプ元大統領とゼレンスキー大統領の会見は口論に終わり、アメリカはウクライナ

への軍事支援を一時停止すると発表しました。その後、欧州各国が緊急会議を開き、ウクライナ

への支援継続を決定しました。 

 

 

 



 

 

６．労働力不足と高齢化問題光 

労働力不足が原因で、労働力が過去最悪を更新しています。団塊世代が 75 歳以上となる「2025

年問題」に加え、物流業界としても「2024 年問題」としても採用難が深刻化しています。特に、

従業員の離職率の高さが大きな課題となっており、企業は AI や自動化技術の導入、働きやすい環

境の整備、給与や福利厚生の向上を急ぐ必要があります。 

 

７．人口動態と少子高齢化 

厚生労働省の速報値により、2024 年の出生数は 72 万人 9 年連続で過去最少を更新しました。出

生数が 10 年前の 100 万人と比べて 3 割減少しており、減少が急速に進んでいます。これにより

地方経済の縮小や労働力不足がさらに大幅化、社会保障制度にも影響がございます。子育て支援

政策や移住促進政策が不可欠ですが、抜本的な人口対策が急務です。 

 

８．米の高騰、続く 

米の高騰が現在も続いています。米はアメリカの方が日本より価格が安い｢価格逆転｣が起こって

いるとの報道もありました。量販店で 5kg が￥5,000 と以前の約 2 倍の価格や備蓄米を放出の報

道が有りました。米価格の上昇は広範囲の制約が絡み合った構造的な問題です。政府の対応、農

業の生産基盤の強化、消費者心理の安定化、持続可能な供給体制の確立を目指すことが求められ

ます。 

 

９.異常気象と自然災害 

2 月には記録的な大雪（青森県で 499cm）や干ばつによる山火事（岩手県大船渡市で 50 年に一度

の干ばつ）が発生しました。このような異常気象は農作物の生産やインフラに影響を与え、価格

上昇や供給不安を招きます。今後、気候変動への対応策や災害予測技術の活用が重要です。 

 

１０．スポーツ関連の明るい話題 

3 月 18 日に東京ドームで開催されるメジャーリーグの開幕戦は、見切り席が即完売するほどの注

目を集めています。また、サッカーの三苫薫選手やバスケの河村勇輝選手の活躍は、国内で日本の

スポーツ界を盛り上げています。 

 


